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令和６年度当初予算編成における事務事業の見直し結果について

１　見直し対象事業

２　見直し区分
　　見直した内容により、下記の５つの区分に分類しています。

Ａ 　事業の廃止

Ｂ 　事業を廃止し、再構築

Ｃ 　事業の効率化

Ｄ 　事業の終了・完了

Ｅ 　管理費、事務費の削減等

３　見直しによる削減効果
（単位：百万円）

一般財源

Ａ 　事業の廃止 75 440 198

Ｂ 　事業を廃止し、再構築 33 292 224

Ｃ 　事業の効率化 150 564 471

Ｄ 　事業の終了・完了 292 12,472 4,581

Ｅ 　管理費、事務費の削減等 62 83 80

612 13,851 5,554

４　主な見直し事項

 ・事業期間が終了したもの、又は事業目的が達成されたことによる事業
　 の完了

区　　　分 内　　　容

 ・目的の達成状況、費用対効果等を検証の上、廃止としたもの

 ・検証結果を踏まえ事業を廃止し、改善・工夫を加え、再構築したもの

 ・助成対象や実施方法等を見直し、効率的な実施が可能と判断したもの
 ・事業規模が縮小したもの

 ・庁舎、県有施設の維持管理費や事業を実施するための事務費の削減
 　など、効率的な執行を行うもの

区　　　分 件数 削減額

合    計

社会保障費、人件費をはじめ、県の裁量の余地が限られる経費等を除くすべての事業が対象です。
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次表のとおり(全100項目)。うち行政評価の対象事業には、番号欄に網掛けをしています(26項目)。

なお、行政評価では複数の事業を一まとめにして評価しているものもあり、事項数や見直し区分が

一致しないことがあります。

今後、社会保障費や公債費など義務的経費の増大が続き、本県財政を取り巻く環境が厳しさを増し

ている中、真に求められるサービスを県民に提供し続けていくための財源の確保は重要な課題です。

そこで、本県では、福岡県財政改革プラン2022（令和４年度～令和８年度）に基づき、予算編成の

過程の中で、既存の事務事業の見直し作業を実施しています。

見直しでは、デジタル化などの社会経済状況の変化やアウトソーシングの更なる活用を踏まえ、既

存の事務事業について廃止・縮小・効率化などを行いました。

この結果、事業費で約１３９億円、一般財源ベースでは約５６億円の削減を行い、プランにおける

令和６年度の目標額を達成しました。


